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ロシア・プーチン政権下での財閥再編成一国家資本主義か？一
加　藤　志津子
　ロシア・プーチン政権下での財閥再編成は、2004年ごろに予想されたよりもさらに明確に「国
家資本主義」的な方向に進んでいることを明らかにした。
　1991年末のソ連解体によって誕生した新生ロシアにおいて、市場経済化は急速に進行していっ
た。その過程で生まれた「ロシア型企業システム」は、エリツィン政権末期、とくに1997年ごろ
になると、いわゆる「ノーメンクラツーラ・マフィア資本主義」、「オリガルビ（oligarch）資本主
義」の基礎としての性格を明確にした。すなわち、①公然、非公然にノーメンクラツーラ（ソ連
時代の特権階級）、マフィアが経済を支配し、②少数の企業グループ、少数の自然人に寡占的に経
済力が集中し、③政官財の広範かつ直接的な癒着が見られ、④企業行動はレント・シーキングに異
常に傾斜している一そのような負の刻印を帯びたロシア資本主義を支える企業システムとなっ
ていった。それは、財閥において典型的に見られた。
　プーチンが大統領に就任（2000）してから、「ロシア型企業システム」に変化が現れ始めた。そ
して2006年ごろに明確になってきたことは、①経済活動への国家介入が拡大したが、②国家介入
は明示的なルールに基づいておらず、さらに③国家はロシア経済の主要諸部門の所有構造におい
て優勢を占めるようになったということである。
　③についてやや具体的に述べると、原子力産業、鉄道、軍需工業、アルコール産業、航空、海
運、郵便などの産業では、旧国有企業が分立していたり、あるいは民営化企業の株式のかなりの
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部分が国家所有に残っていたが、これらが産業部門ごとの国家持ち株会社に統合された。また、
自然独占産業についてみると、電力業は以前から国家持ち株会社に統合されており、天然ガスも
事実上、同様であったが、さらに民営化企業が分立していた石油産業全体が、国家持ち株会社に
ほとんど統合された。これらの過程は大体においてM＆Aという形を取っておこなわれたが、①や
②の条件の下でのことであるので、純粋な市場取引とは異なるものであった。その過程で、多く
の財閥が変化を余儀iなくされた。すなわち財閥は大体において、政府に従順な行動を取って生き
残るか、政府に財産を譲って財閥を縮小・解体するか、政府に反抗して不利な状況に追い込まれる
かのいずれかであった。
　このようなプーチン政権の経済分野での行動とそれに応じた財閥の変容は、ロシアの経済構造、
経済文化、政治状況などから説明されるべきであろう。
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